
〇仙北市企業力強化支援事業費補助金交付要綱 

令和５年３月２４日告示第４１号 

改正 

令和６年４月１日告示第５９号 

 

仙北市企業力強化支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、仙北市企業力強化支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

を交付することにより、県外又は海外で開催される商談会等に参加する市内の中小

企業者等に対して、自社製品の販路拡大、企業価値の向上による認知度強化、生産

性向上又は新分野への進出を図り、雇用の増加を目的とし、仙北市補助金等交付規

則（平成 17 年９月 20 日仙北市規則第 39 号。以下「規則」という。）に定めのある

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）中小企業者等 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項及び中

小企業信用保険法（昭和25年12月14日法律第264号）第２条に規定する中小企業者

（個人を除く。以下同じ。）をいう。 

（２）商談会等 県外又は海外において、商談又は取引先開拓のために開催される

商談会、展示会及び見本市をいう。ただし、一般消費者に対し直接販売すること

を主な目的とする物産展等及び本市が主催又は共催する商談会等を除く。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、中小企

業者等であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）仙北市内に本社又は主たる事業所（以下「事業所」という。）を置いている

こと。 

（２）仙北市内に置いている事業所で製造又は開発しているあるいは仙北市内で製

造又は開発された製品を販売していること。 

（３）市税に滞納がないこと。 

（４）許認可等を必要とする業種にあっては、既に当該許認可証等を受けているこ

と。 

（５）事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号から第５号に規定する暴力団の構成員ではないもの、又は将来にわたって該



当しないもの。また、暴力団、暴力団員が、申請事業者の経営に事実上参画して

いないもの。 

（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条に定める業種、公序良俗に反する事業又は宗教的施設として活用する事業

を営む者でないこと。 

（７）公益法人又は事業者の経営に国又は地方公共団体が直接又は間接に参画してい

ないもの。ただし、仙北市が出資して設立した事業者は除く。 

（８）前７号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めた者でないこと。 

２ 前項に該当する者のうち、国、本市以外の地方公共団体、その他公的団体から

経費について補助を受けている者は補助対象者から除くものとする。 

 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助

対象者が申請の日が属する年度内に県外又は海外で開催される商談会等に出展す

る事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。） は、前条

に規定する補助対象事業に係る経費のうち、別表に掲げる経費する。 

２ 補助金の算定に当たり、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第

108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該

金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて

得た金額の合計額をいう。）（以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額しな

ければならない。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助対象経費に対する補助金の額（以下「補助額」という。）は、補助対

象経費の合計額の２分の１以内とし、50万円を上限とする。 

２ 補助額の計算において千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

３ 市長は、予算の範囲内において補助金を交付することができる。 

 

（補助条件等） 

第７条 同一の中小企業者等に対する補助金の交付は同一年度において１回限りと

する。また、同一の中小企業者等が毎年度開催される同一の商談会等に出展する

場合の補助金の交付は、通算して３回を限度とする。 



 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を申請しようとする補助対象者は、仙北市企業力強化支援事

業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出

しなければならない。 

（１）収支予算書（様式第２号） 

（２）事業計画書（別紙１） 

（３）同意・誓約書（別紙２） 

（４）補助金対象事業の出展案内・パンフレット 

（５）市税納税証明書（滞納なし証明） 

（６）補助対象経費の積算根拠となる資料 

（７）許認可等が必要な業種は当該許認可証等の写し 

（８）前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請受付期間は当該年度の４月１日から５月３１日までの１回とする。ただ

し、交付決定額が予算額に満たない場合は、別に受付期間を設けることができ

る。 

 

（補助金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、仙北市企業力強

化支援事業費補助金審査委員会設置要領に定める審査委員会で採択を行い、補助

金交付の可否を決定し、当該申請を行った者に対して、交付を決定したときは仙

北市企業力強化支援事業費補助金交付決定通知書（様式第３号）により、不交付

を決定したときは仙北市企業力強化支援事業費補助金不交付決定通知書（様式第

４号）により通知するものとする。なお、審査結果については如何なる場合であ

っても公表しない。 

２ 市長は、前項の交付決定に当たり、条件を付すことができる。 

 

（補助金の変更申請等） 

第10条 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者（ 以下「交付決定者」

という。）は、補助対象事業の内容に変更があるとき、又は中止しようとすると

きは、速やかに仙北市企業力強化支援事業費補助金変更（中止）申請書（様式第

５号）に次の書類を添付し、市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）変更後の収支予算書（別紙３） 

（２）変更後の補助対象経費の積算根拠となる資料 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、速やかにその内容を

審査し、当該申請書の提出があった日から起算して30日以内に変更又は中止の可

否を決定し、当該申請を行った者に対して、仙北市企業力強化支援事業費補助金



変更（中止）承認（不承認）通知書（様式第６号）により、通知するものとす

る。 

 

（実績報告書） 

第11条 交付決定者は、当該交付決定に係る補助対象事業が完了したときは、事業

完了の日から30日以内又は補助金の交付決定通知書を受けた日の属する年度の３

月31日のいずれか早い日までに、仙北市企業力強化支援事業費補助金実績報告書

（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。た

だし、交付決定前に事業に着手している場合は、交付決定通知書を受領後、速や

かに実績報告書を市長に提出しなければならない。 

（１）収支決算書（様式第８号） 

（２）事業完了報告書（別紙４） 

（３）補助対象事業の履行状況が確認できる写真 

（４）補助対象事業に領収書又はこれに代わるものの写し 

（５）前４号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、速やかに補

助対象事業の完了を確認し、その成果が補助金の交付の決定の内容に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定させ、仙北市企業力強化支援事業補

助金交付確定通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

 

（補助金の請求および交付） 

第13条 市長は、交付すべき補助金の額の確定を行った後に補助金を交付するもの

とする。 

２ 補助対象者は、前条の規定による通知を受けたときは、仙北市企業力強化支援事

業費補助金交付請求書（様式第10号）により、市長に補助金を請求するものとす

る。 

３ 市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、当該請求書の提出があ

った日の翌日から起算して30日以内に当該交付決定者に対し、補助金を交付する

ものとする。 

 

（補助金の取り消し、金額の変更および返還） 

第14条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金

が交付されているときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずるものと

する。 

（１）補助金を他の目的に使用したと認められるとき。 



（２）提出した書類の記載事項が虚偽であると認められるとき。 

（３）補助対象事業の履行が不正な手段によると認められるとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、この要綱の規定又は交付の条件その他法令に違

反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の支給決定を取り消すときは、仙北市企業力

強化支援事業費補助金交付確定取消通知書（様式第11号）により申請者に通知す

るものとする。この場合において、既に支給された補助金を返還させるときは仙

北市企業力強化支援事業費補助金返還命令書（様式第12号）により申請者に通知

するものとする。 

 

（関係書類の保存） 

第15条 交付決定者は、経理関係帳簿等を含む事業関係書類を、補助対象事業実績

報告書を提出した日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（調査等） 

第16条 市長は、補助金に係る予算執行の適正を期するため必要があると認めると

きは、交付決定者に報告をさせ、又は職員に帳簿書類その他の事項を調査させる

ことができるものとする。 

 

（補足） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月 10 日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第５条関係） 

補助対象経費 補助対象経費の内容 

出展料 商談会等への出展料 

展示装飾費 出展会場の装飾に係る経費等 

輸送費 
商談会等で使用する商品、商材その他物品の海外輸送費、保険

料、国内輸送費等 

広報物制作費 広報物の制作費、翻訳料等 

備品借上料 出展会場の装飾に必要と認められる備品の借上料等 

交通費 
補助対象事業に直接従事する者の商談会等の開催会場までの

往復運賃（最短経路による妥当な運賃で２人分まで） 

宿泊費 

補助対象事業に直接従事する者が、商談会等の開催期間の前

後日を含めた期間において宿泊施設に支払った額 

（１人１泊１万円を上限に２人分まで） 

 


